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令和 ２ 年 ３ 月 31 日（火曜日）

号　　　　　　　　　　外

（第　 ２４ 　号）

　　　　規　　　則
○石川県流域下水道条例施行規則の一部を改正する規則

 （都市計画課）　１

○石川県流域下水道事業の財務に関する特例を定める規

　則 （　　同　　）　１

　　　　告　　　示
○出納取扱金融機関の指定 （都市計画課）　18

○石川県流域下水道事業の設置等に関する条例及び石川

　県流域下水道事業の設置等に関する条例施行規則に基

　づき知事が定める措置等 （　　同　　）　18

　
石 川県流域下水道条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　 　
令 和二年三月三十一日

 石 川県知事

　 　
谷

　 　
本

　 　
正

　 　
憲

　

石 川県規則第十九号

　 　　
石 川県流域下水道条例施行規則の一部を改正する規則

　
石 川県流域下水道条例施行規則（平成十七年石川県規則第五十二号）の一部を次のように改正する。

　
題 名を次のように改める。

　 　　
石 川県流域下水道事業の設置等に関する条例施行規則

　
第 一条中「石川県流域下水道条例」を「石川県流域下水道事業の設置等に関する条例」に改める。

　
第 二条中「第五条」を「第十四条」に改める。

　
第 三条中「第七条」を「第十六条」に改め、同条第一号中「第二条の表」を「第二条第二項の表」に改める。

　 　　
附

　
則

　
こ の規則は、令和二年四月一日から施行する。

　
石 川県流域下水道事業の財務に関する特例を定める規則をここに公布する。

　 　
令 和二年三月三十一日

 石 川県知事

　 　
谷

　 　
本

　 　
正

　 　
憲

　

石 川県規則第二十号

　 　　
石 川県流域下水道事業の財務に関する特例を定める規則

目 次
　
第 一章

　
総 則（第一条

－

第 三条）

　
第 二章

　
伝 票及び帳簿並びに勘定科目

　 　
第 一節

　
伝 票（第四条

－

第 七条）

　 　
第 二節

　
帳 簿（第八条

－

第 十一条）

　 　
第 三節

　
勘 定科目（第十二条）

　
第 三章

　
収 入及び支出

　 　
第 一節

　
収 入（第十三条

－

第 十九条）

　 　
第 二節

　
支 出（第二十条

－

第 三十二条）

　
第 四章

　
預 り金及び預り有価証券（第三十三条

－

第 三十七条）

　
第 五章

　
棚 卸資産

目　　　　　　　　　　　次

規　　　　　　　　則
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第 一節

　
通 則（第三十八条・第三十九条）

　 　
第 二節

　
出 納（第四十条

－

第 四十五条）

　 　
第 三節

　
棚 卸し（第四十六条

－

第 五十条）

　
第 六章

　
棚 卸資産以外の物品（第五十一条

－

第 五十三条）

　
第 七章

　
固 定資産

　 　
第 一節

　
通 則（第五十四条）

　 　
第 二節

　
取 得（第五十五条

－

第 六十一条）

　 　
第 三節

　
管 理及び処分（第六十二条

－

第 六十四条）

　 　
第 四節

　
減 価償却（第六十五条・第六十六条）

　
第 八章

　
引 当金（第六十七条）

　
第 九章

　
決 算

　 　
第 一節

　
通 則（第六十八条・第六十九条）

　 　
第 二節

　
月 次決算（第七十条）

　 　
第 三節

　
年 度決算（第七十一条

－

第 七十三条）

　
第 十章

　
予 算（第七十四条

－

第 七十六条）

　
第 十一章

　
雑 則（第七十七条・第七十八条）

　
附 則

　 　　
第 一章

　
総 則

（ 趣旨）

第  一 条

　
こ の 規 則 は 、石 川 県 流 域 下 水 道 事 業 （以 下 「事 業 」 と い う 。） の 財 務 に 関 し て 石 川 県 財 務 規 則 （昭 和 三 十 八

年 石川県規則第六十七号）の特例を定めるものとする。

（ 企業出納員）

第 二条

　
企 業出納員は、都市計画課長補佐及び都市計画課会計事務担当の上席職員をもってこれに充てる。

２  

　
都 市 計 画 課 長 補 佐 の 職 に あ る 企 業 出 納 員 以 外 の 企 業 出 納 員 は 、都 市 計 画 課 長 補 佐 の 職 に あ る 企 業 出 納 員 に 事 故 が

あ るときに限り、その職務を行う。

３

　
出 納その他の会計事務のうち、企業出納員に対し次に掲げる事務を委任する。

　
一

　
現 金及び有価証券の出納及び保管

　
二

　
小 切手の振出し

　
三

　
物 品の出納及び保管

　
四

　
支 出負担行為に関する確認

　
五

　
前 各号に掲げる事務に附帯する事務

（ 金融機関の出納事務取扱）

第 三条

　
事 業に係る公金の出納事務の一部については、出納取扱金融機関に行わせるものとする。

　 　　
第 二章

　
伝 票及び帳簿並びに勘定科目

　 　　　
第 一節

　
伝 票

（ 会計伝票の発行）

第  四 条

　
事 業 に 係 る 取 引 に つ い て は 、そ の 取 引 の 発 生 の つ ど 証 拠 と な る べ き 書 類 に 基 づ い て 、会 計 伝 票 を 発 行 す る も

の とする。

（ 会計伝票の種類）

第 五条

　
会 計伝票の種類は、収入伝票、支出伝票、支出負担行為伺並びに支出伝票及び振替伝票とする。

２

　
収 入伝票は、現金収納の取引について発行する。

３  

　
支 出伝票及び支出負担行為伺並びに支出伝票（ 以下「 支出伝票等」と いう。） は 、現 金支払の取引について発行する。

４

　
振 替伝票は、前二項に規定する取引以外の取引について発行する。

（ 会計伝票の整理及び日計表の作成）

第 六条

　
企 業出納員は、毎日会計伝票を整理し、日計表を作成しなければならない。

（ 会計伝票の保存等）

第  七 条

　
会 計 伝 票 、日 計 表 及 び 取 引 に 関 す る 証 拠 と な る べ き 書 類 は 、そ れ ぞ れ の 日 付 に よ っ て 編 集 し 、保 存 し な け れ

ば ならない。
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第 二節

　
帳 簿

（ 帳簿の種類及び保管）

第  八 条

　
事 業 に 関 す る 取 引 を 記 録 し 、計 算 し 、及 び 整 理 す る た め 次 の 会 計 帳 簿 （以 下 「帳 簿 」 と い う 。） を 都 市 計 画

課 に備え付ける。

　
一

　
総 勘定元帳

　
二

　
現 金預金出納簿

　
三

　
物 品出納簿

　
四

　
固 定資産台帳

　
五

　
企 業債及び借入金台帳

　
六

　
収 入予算執行整理簿

　
七

　
支 出予算執行整理簿

　
八

　
未 収金整理簿

　
九

　
未 払金整理簿

　
十

　
預 り金整理簿

　
十 一

　
前 渡資金出納簿

　
十 二

　
概 算払整理簿

　
十 三

　
隔 地払整理簿

　
十 四

　
有 価証券整理簿

２  

　
出 先 機 関 （南 加 賀 土 木 総 合 事 務 所 、石 川 土 木 総 合 事 務 所 及 び 県 央 土 木 総 合 事 務 所 を い う 。第 十 三 条 第 一 項 に お い

て 同じ。） においては、前項第三号、第四号、第六号、第七号、第十一号及び第十二号に掲げる帳簿を備え付ける。

（ 帳簿の記帳）

第 九条

　
帳 簿は、会計伝票又は証拠となるべき書類により正確かつ明瞭に記帳しなければならない。

（ 総勘定元帳の記帳）

第  十 条

　
総 勘 定 元 帳 は 、第 十 二 条 第 二 項 に 定 め る 勘 定 科 目 の 節 （項 又 は 目 ま で の 科 目 に つ い て 、そ れ ぞ れ 項 又 は 目 ）

に ついて口座を設け、第六条の規定により作成する日計表により記帳するものとする。

（ 帳簿の照合）

第 十一条

　
帳 簿は随時照合してその正確な残高を確認するように努めなければならない。

　 　　　
第 三節

　
勘 定科目

（ 勘定科目）

第 十二条

　
事 業の経理は、損益勘定、資産勘定、負債勘定及び資本勘定に区分して行うものとする。

２

　
前 項に規定する勘定科目の区分は、別表に定めるところによる。

　 　　
第 三章

　
収 入及び支出

　 　　　
第 一節

　
収 入

（ 収入の調定）

第  十 三条

　
収 入の調定をしようとする場合は、都 市計画課長（ 以下「 課長」と いう。） 又 は出先機関の長（ 以下これらを「 予

算 執行者」と いう。） は 、そ の根拠、所 属年度、収 入科目、金 額及び納入義務者を記載した文書によらなければならない。

２  

　
前 項 の 規 定 に よ り 調 定 し た と き は 、予 算 執 行 者 は 収 入 予 算 執 行 整 理 簿 に 記 帳 す る と と も に 振 替 伝 票 を 発 行 し な け

れ ばならない。ただし、調定と同時に収入の収納が行われる場合には、振替伝票の発行を省略することができる。

３  

　
前 二項の規定は、収入の調定を更正しようとする場合について準用する。

（ 納入通知書又は請求書の送付）

第  十 四 条

　
予 算 執 行 者 は 、前 条 の 規 定 に よ り 収 入 を 調 定 し 、又 は 収 入 の 調 定 を 更 正 し た 場 合 は 、直 ち に 納 入 義 務 者 に

対 して納入通知書又は請求書を送付しなければならない。

（ 領収書の交付）

第  十 五 条

　
企 業 出 納 員 は 、納 入 義 務 者 か ら 直 接 現 金 又 は 小 切 手 等 を 受 領 し た と き は 、直 ち に 領 収 書 を 当 該 納 入 義 務 者

に 交付するものとする。

２

　
前 項の規定は、現金の出納事務の一部を取り扱う出納取扱金融機関が収入を収納した場合について準用する。

（ 収納金の取扱い）

第  十 六 条

　
企 業 出 納 員 は 、自 ら 収 納 し た 収 入 を 、そ の 日 の う ち に 出 納 取 扱 金 融 機 関 に 現 金 払 込 書 を も っ て 預 け 入 れ な
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け れ ば な ら な い 。た だ し 、特 別 の 事 由 が あ る と き は 、収 納 し た 日 か ら 五 日 以 内 （当 該 期 間 内 に 石 川 県 の 休 日 を 定 め

る 条 例 （平 成 元 年 石 川 県 条 例 第 十 六 号 ） 第 一 条 第 一 項 に 規 定 す る 県 の 休 日 に 当 た る 日 が あ る と き は 、そ の 日 を 加 算

し た期間）において預け入れることができる。

２  

　
出 納 取 扱 金 融 機 関 は 、収 納 し た 収 入 を 直 ち に 事 業 の 預 金 と し 、収 納 済 通 知 書 に よ っ て そ の 金 額 を 企 業 出 納 員 に 通

知 するものとする。

（ 収入伝票の発行及び記帳）

第  十 七 条

　
企 業 出 納 員 は 、収 入 の 収 納 を 証 す る 書 類 に 基 づ い て 、収 入 伝 票 を 発 行 す る と と も に 現 金 預 金 出 納 簿 に 記 帳

し なければならない。

（ 過誤納金の還付）

第  十 八条

　
収 納金のうち、過 納又は誤納となったものがある場合は、予 算執行者は過誤納の事由、所 属年度、収 入科目、

還 付 す べ き 金 額 及 び 還 付 す べ き 納 入 者 等 を 記 載 し た 文 書 に よ っ て 処 理 し 、納 入 者 に そ の 旨 を 通 知 す る と と も に 振 替

伝 票を発行しなければならない。

２

　
前 項の過誤納金の還付については、第二十一条、第二十三条、第二十八条及び第二十九条の規定を準用する。

（ 不納欠損）

第  十 九 条

　
予 算 執 行 者 は 、法 令 若 し く は 条 例 若 し く は 議 会 の 議 決 に よ っ て 債 権 を 放 棄 し 、又 は 時 効 等 に よ り 債 権 が 消

滅 した場合においては、欠損処分調書を作成し知事に提出しなければならない。

２

　
予 算執行者は、欠損処分の決定があったときは、振替伝票を発行しなければならない。

　 　　　
第 二節

　
支 出

（ 支出の手続）

第  二 十 条

　
予 算 執 行 者 は 、支 出 し よ う と す る 場 合 は 、支 出 負 担 行 為 伺 に よ り 処 理 す る と と も に 、支 出 予 算 執 行 整 理 簿

に 記帳し、振替伝票を発行（直ちに支払を必要とする場合を除く。） しなければならない。

（ 支出伝票等の発行）

第  二 十 一 条

　
予 算 執 行 者 は 、支 出 の う ち 現 金 の 支 払 を 伴 う も の に つ い て は 、債 権 者 の 請 求 書 等 に 基 づ い て 支 出 伝 票 等

を 発行し、支出予算執行整理簿に記帳しなければならない。

２  

　
支 出 伝 票 等 は 、債 権 者 及 び 勘 定 科 目 ご と に 調 整 し 、次 の 各 号 に 定 め る 支 出 の 区 分 に 応 じ 、当 該 各 号 に 定 め る 書 類

を 添えなければならない。

　
一

　
債 権者の請求書によるもの

　
当 該請求書

　
二  

　
給 与 、旅 費 又 は 国 そ の 他 こ れ に 類 す る 機 関 の 発 行 す る 納 入 通 知 書 等 に よ る も の で 、請 求 書 に よ ら な い も の

　
支

出 調書

３  

　
二 人 以 上 の 債 権 者 に 対 し て 支 払 を 行 う 場 合 に お い て 、勘 定 科 目 及 び 支 払 期 日 が 同 一 で あ る と き は 、前 項 の 規 定 に

か か わ ら ず 、あ わ せ て 一 つ の 支 出 伝 票 等 を 発 行 す る こ と が で き る 。こ の 場 合 に お い て は 、債 権 者 ご と に そ の 支 払 額

を 明らかにした文書を添えなければならない。

（ 資金前渡、概算及び前金払）

第  二 十 二 条

　
予 算 執 行 者 は 、資 金 前 渡 又 は 概 算 払 を し よ う と す る と き は 、前 渡 資 金 出 納 簿 又 は 概 算 払 整 理 簿 に そ れ ぞ

れ 記帳しなければならない。

２  

　
予 算 執 行 者 は 、資 金 前 渡 を 受 け た 者 、概 算 払 を 受 け た 者 又 は 前 金 払 を 受 け た 者 が 当 該 支 払 に 関 す る 精 算 書 を 提 出

し たときは、これに基づいて振替伝票を発行しなければならない。

（ 納付書払の方法による支出）

第  二 十 三 条

　
企 業 出 納 員 は 、電 気 料 、電 話 料 、郵 便 料 、所 得 税 、社 会 保 険 料 そ の 他 の 公 共 料 金 等 に つ い て 債 権 者 が 発

行 した納付書等による支払をしようとするときは、当該納付書等を出納取扱金融機関に送付するものとする。

（ 隔地払の方法による支出）

第  二 十 四 条

　
企 業 出 納 員 は 、遠 隔 の 地 に あ る 債 権 者 に 対 し て 支 出 を す る 場 合 又 は 債 権 者 の 来 庁 を 待 っ て 支 払 を す る こ

と が適当でないと認める場合は、隔地払の方法によるものとする。

２

　
前 項の場合においては、債権者のため、最も便利と認める金融機関を支払場所とするものとする。

３

　
第 一項の規定による隔地払をした場合の債権者に対する送金の通知は、送金通知書によるものとする。

（ 口座振替の方法による支出） 

第  二 十 五 条

　
口 座 振 替 の 方 法 に よ り 支 出 す る こ と が で き る の は 、債 権 者 が 次 に 掲 げ る 金 融 機 関 の い ず れ か に 預 金 口 座

を 設けている場合に限るものとする。
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一

　
出 納取扱金融機関

　
二

　
出 納取扱金融機関と為替取引のある金融機関

（ 出納取扱金融機関への支払の依頼）

第  二 十 六 条

　
企 業 出 納 員 は 、前 三 条 の 規 定 に よ る 支 払 を さ せ よ う と す る と き は 、出 納 取 扱 金 融 機 関 に 支 払 依 頼 書 を 送

付 するものとする。

（ 出納取扱金融機関への資金の交付）

第  二 十 七 条

　
企 業 出 納 員 は 、前 条 の 規 定 に よ る 支 出 に 係 る 資 金 を 交 付 す る と き は 、資 金 決 済 書 を 出 納 取 扱 金 融 機 関 に

送 付するものとする。

２  

　
企 業 出 納 員 は 、前 項 の 規 定 に よ る 資 金 決 済 書 の 送 付 を す る と き は 、こ れ と 引 換 え に 出 納 取 扱 金 融 機 関 か ら 支 払 済

通 知書及び資金決済通知書を提出させ、これを債権者のためにした支出の証拠とするものとする。

（ 小切手の振出し等）

第  二 十八条

　
企 業出納員が小切手を振り出す場合の手続その他必要な事項については、別に定めるところによる。

（ 領収書の徴収）

第 二十九条

　
企 業出納員は、現金の支払をしたときは、債権者の領収書を受け取らなければならない。

（ 現金預金出納簿の記帳等）

第  三 十 条

　
企 業 出 納 員 は 、第 二 十 七 条 第 二 項 及 び 前 条 の 規 定 に よ り 送 付 さ れ た 支 払 済 通 知 書 及 び 資 金 決 済 通 知 書 並 び

に 領収書に基づいて、現金預金出納簿に記帳しなければならない。

（ 債務の減免等）

第  三 十 一 条

　
予 算 執 行 者 は 、債 務 の 減 免 又 は 時 効 等 に よ り 債 務 が 減 少 若 し く は 消 滅 し た 場 合 に お い て は 、当 該 債 務 に

係 る経緯等を記載した文書を企業出納員に送付するとともに、振替伝票又は収入伝票を発行しなければならない。

（ 返納）

第 三十二条

　
支 出金の過払い又は誤払いについては、第十八条の規定を準用する。

　 　　
第 四章

　
預 り金及び預り有価証券

（ 預り金）

第  三 十 三 条

　
企 業 出 納 員 は 、保 証 金 そ の 他 事 業 の 収 入 に 属 さ な い 現 金 を 受 け 入 れ た 場 合 は 、こ れ を 預 り 金 と し て 整 理

し なければならない。

（ 預り金の受入及び払出）

第 三十四条

　
第 十三条、第十五条、第十六条及び第二十条の規定は、預り金を受け入れた場合について準用する。

２  

　
企 業 出 納 員 は 、預 り 金 を 受 け 入 れ た 場 合 は 、収 入 伝 票 を 発 行 し 、現 金 預 金 出 納 簿 及 び 預 り 金 整 理 簿 に 記 帳 し な け

れ ばならない。

３  

　
企 業 出 納 員 は 、預 り 金 を 払 い 出 し た 場 合 は 、支 出 伝 票 を 発 行 し 、現 金 預 金 出 納 簿 及 び 預 り 金 整 理 簿 に 記 帳 し な け

れ ばならない。

（ 預り有価証券）

第 三十五条

　
事 業の所有に属さない有価証券を保管する場合は、預り有価証券として整理しなければならない。

（ 預り有価証券の受入及び還付）

第 三十六条

　
企 業出納員は、前条の有価証券を受け入れた場合は、預り証を交付しなければならない。

２

　
企 業出納員は、預り有価証券を還付した場合は、先に交付した預り証を受け取らなければならない。

（ 利札の還付請求）

第  三 十 七 条

　
企 業 出 納 員 は 、預 り 有 価 証 券 に つ い て 所 有 者 か ら 利 札 の 還 付 請 求 を 受 け た 場 合 は 、審 査 の 上 こ れ を 還 付

し なければならない。

２

　
前 項の場合においては、領収書を受け取らなければならない。

　 　　
第 五章

　
棚 卸資産

　 　　　
第 一節

　
通 則

（ 棚卸資産の範囲）

第  三 十 八 条

　
棚 卸 資 産 と は 、次 に 掲 げ る 物 品 （第 五 十 一 条 の 規 定 に よ る 直 購 入 品 を 除 く 。以 下 こ の 章 に お い て 同 じ 。）

で あって、棚卸経理を行うものをいう。

　
一

　
材 料

　
二

　
消 耗備品（耐用年数が一年以上であって一単位の取得価額が五万円以上十万円未満のもの。）
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三

　
そ の他貯蔵品

（ 棚卸資産の貯蔵）

第  三 十 九 条

　
企 業 出 納 員 は 、常 に 事 業 の 業 務 の 執 行 上 必 要 な 量 の 棚 卸 資 産 を 貯 蔵 す る よ う に 努 め 、か つ こ れ を 適 正 に

管 理しなければならない。

　 　　　
第 二節

　
出 納

（ 購入）

第  四 十 条

　
予 算 執 行 者 は 、予 算 に 定 め る 棚 卸 資 産 の 購 入 制 限 度 額 の 範 囲 内 に お い て 、必 要 に 応 じ 支 出 負 担 行 為 伺 に よ

り 棚卸資産を購入するものとする。

（ 受入価額）

第 四十一条

　
棚 卸資産の受入価額は、次に掲げるところによる。

　
一

　
購 入又は製作によって取得したものについては、購入又は製作に要した価額

　
二

　
前 号に掲げるもの以外の棚卸資産については、適正な見積価額

（ 受入れ）

第  四 十 二 条

　
企 業 出 納 員 は 、棚 卸 資 産 を 受 け 入 れ た 場 合 は 、入 庫 伝 票 を 発 行 し 、こ れ に 基 づ い て 物 品 出 納 簿 及 び 物 品

受 払簿に記帳するとともに振替伝票を発行しなければならない。

（ 払出し価額）

第 四十三条

　
棚 卸資産の払出し価額は、先入先出法によるものとする。

（ 払出し）

第 四十四条

　
予 算執行者は、棚卸資産を使用する場合は、出庫伝票によらなければならない。

２  

　
企 業 出 納 員 は 、前 項 の 出 庫 伝 票 に よ り 物 品 出 納 簿 及 び 物 品 受 払 簿 に 記 帳 す る と と も に 振 替 伝 票 を 発 行 し な け れ ば

な らない。

（ 不用品の処分）

第  四 十 五 条

　
予 算 執 行 者 は 、棚 卸 資 産 の う ち 、不 用 と な り 又 は 使 用 に 耐 え な く な っ た も の を 不 用 品 と し て 整 理 し 、こ

れ を 売 却 し な け れ ば な ら な い 。た だ し 、買 受 人 が な い も の 又 は 売 却 価 額 が 売 却 に 要 す る 費 用 の 額 に 達 し な い も の そ

の 他売却することが不適当と認められるものについては、これを廃棄することができる。

２

　
前 項の規定により不用品を廃棄したときは、予算執行者は遅滞なく振替伝票を発行しなければならない。

　 　　　
第 三節

　
棚 卸し

（ 帳簿残高の確認）

第  四 十 六 条

　
企 業 出 納 員 は 、常 に 物 品 出 納 簿 の 残 高 を こ れ と 関 係 あ る 他 の 帳 簿 と 照 合 し 、そ の 正 確 な 額 の 確 認 に 努 め

な ければならない。

（ 実地棚卸し）

第 四十七条

　
企 業出納員は、毎事業年度末実地棚卸しを行わなければならない。

２  

　
前 項 に 定 め る 場 合 の ほ か 、企 業 出 納 員 は 、棚 卸 資 産 が 天 災 そ の 他 の 事 由 に よ り 滅 失 し た 場 合 そ の 他 必 要 と 認 め ら

れ る場合には、随時実地棚卸しを行わなければならない。

３  

　
前 二 項 の 規 定 に よ り 実 地 棚 卸 し を 行 っ た 場 合 は 、企 業 出 納 員 は 、そ の 結 果 に 基 づ い て 、棚 卸 表 を 作 成 し な け れ ば

な らない。

（ 実地棚卸しの立会）

第  四 十 八 条

　
前 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 実 地 棚 卸 し を 行 う 場 合 は 、企 業 出 納 員 は 、課 長 の 指 定 す る 棚 卸 資 産

の 受払に関係のない職員を立ち合わせなければならない。

（ 棚卸しの結果の報告）

第  四 十 九 条

　
企 業 出 納 員 は 、実 地 棚 卸 し を 行 っ た 結 果 を 第 四 十 七 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 作 成 す る 棚 卸 表 を 添 え て 課 長

に 報告しなければならない。

２  

　
実 地 棚 卸 し の 結 果 、現 品 に 不 足 が あ る こ と を 発 見 し た 場 合 は 、企 業 出 納 員 は 、そ の 原 因 及 び 現 状 を 調 査 し 、前 項

の 報告にあわせて課長に報告しなければならない。

（ 棚卸し修正）

第  五 十条

　
課 長は、実 地棚卸しの結果、総 勘定元帳の残高が棚卸資産の現在高と一致しないときは、棚 卸表に基づき、

振 替伝票を発行してこれを修正しなければならない。

　 　　
第 六章

　
棚 卸資産以外の物品
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（ 直購入）

第  五 十 一 条

　
予 算 執 行 者 は 、第 三 十 八 条 各 号 に 掲 げ る 物 品 の う ち 購 入 後 直 ち に 使 用 す る 予 定 の も の 又 は 第 六 十 一 条 の

規 定 に よ り 建 設 仮 勘 定 を 設 け て 経 理 す る 建 設 改 良 工 事 に 使 用 す る 予 定 の も の を 直 接 当 該 科 目 の 支 出 と し て 購 入 す る

こ とができる。

２

　
第 四十二条の規定は、前項の規定によって購入した物品のうち材料に残品が生じた場合について準用する。

（ 物品の管理）

第  五 十 二 条

　
企 業 出 納 員 は 、第 三 十 八 条 各 号 に 掲 げ る 物 品 の う ち 、棚 卸 資 産 勘 定 か ら 払 い 出 さ れ た も の 又 は 前 条 第 一

項 の 規 定 に よ り 直 接 当 該 科 目 の 支 出 と し て 購 入 さ れ た も の （以 下 こ の 章 に お い て こ れ ら を 「物 品 」 と い う 。） を 適

正 に管理しなければならない。

２

　
企 業出納員は、物品受払簿を備えて物品の数量、使用の状況等を記録整理しなければならない。

（ 事故報告）

第  五 十 三 条

　
企 業 出 納 員 は 、天 災 そ の 他 の 事 由 に よ り 物 品 が 滅 失 し 、亡 失 し 又 は 損 傷 を 受 け た 場 合 は 、速 や か に そ の

原 因及び現状を調査して課長に報告しなければならない。

　 　　
第 七章

　
固 定資産

　 　　　
第 一節

　
通 則

（ 固定資産の範囲）

第 五十四条

　
固 定資産とは、次に掲げるものをいう。

　
一

　
有 形固定資産

　 　
イ

　
土 地

　 　
ロ

　
建 物

　 　
ハ

　
構 築物

　 　
ニ

　
機 械及び装置

　 　
ホ

　
車 両及び運搬具

　 　
ヘ

　
工 具、器具及び備品（耐用年数が一年以上かつ取得価額が十万円以上のものに限る。）

　 　
ト  

　
リ ー ス 資 産 （フ ァ イ ナ ン ス ・リ ー ス 取 引 に お け る リ ー ス 物 件 の 借 主 で あ る 資 産 で あ っ て 、当 該 リ ー ス 物 件 が

イ からヘまでに掲げるものである場合に限る。）

　 　
チ  

　
建 設 仮 勘 定 （ロ か ら ヘ ま で に 掲 げ る 資 産 で あ っ て 事 業 の 用 に 供 す る も の を 建 設 し た 場 合 に お け る 支 出 し た 金

額 及び当該建設の目的のために充当した材料をいう。）

　 　
リ

　
イ からチまでに掲げる有形固定資産以外の資産であって、有形固定資産に属する資産とすべきもの

　
二

　
無 形固定資産

　 　
イ

　
借 地権

　 　
ロ

　
地 上権

　 　
ハ

　
特 許権

　 　
ニ

　
施 設利用権

　 　
ホ  

　
リ ー ス 資 産 （フ ァ イ ナ ン ス ・リ ー ス 取 引 に お け る リ ー ス 物 件 の 借 主 で あ る 資 産 で あ っ て 、当 該 リ ー ス 物 件 が

イ からニまでに掲げるものである場合に限る。）

　 　
ヘ

　
イ からホまでに掲げる無形固定資産以外の資産であって、無形固定資産に属する資産とすべきもの

　
三

　
投 資その他の資産

　 　
イ  

　
投 資 有 価 証 券 （一 年 内 （当 該 事 業 年 度 の 末 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 一 年 以 内 の 日 を い う 。） に 満 期 の 到 来 す る

有 価証券を除く。）

　 　
ロ

　
出 資金

　 　
ハ

　
長 期貸付金

　 　
ニ

　
基 金

　 　
ホ  

　
有 形 固 定 資 産 、無 形 固 定 資 産 又 は イ か ら ニ ま で に 掲 げ る 投 資 そ の 他 の 資 産 以 外 の 資 産 で あ っ て 、投 資 そ の 他

の 資産に属する資産とすべきもの

　 　
ヘ

　
有 形固定資産若しくは無形固定資産、流動資産又は繰延資産に属しない資産

　 　　　
第 二節

　
取 得

（ 取得価額）
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第 五十五条

　
固 定資産の取得価額は、次に掲げるところによる。

　
一

　
購 入によって取得した固定資産については、購入に要した価額

　
二  

　
建 設 工 事 又 は 製 作 に よ っ て 取 得 し た 固 定 資 産 に つ い て は 、当 該 建 設 工 事 又 は 製 作 に 要 し た 直 接 及 び 間 接 の 費 用

の 合計額

　
三  

　
譲 与 、贈 与 そ の 他 無 償 で 取 得 し た 固 定 資 産 又 は 前 二 号 に 掲 げ る 固 定 資 産 で あ っ て 、取 得 価 額 の 不 明 の も の に つ

い ては公正な評価額

（ 購入）

第  五 十 六 条

　
固 定 資 産 を 購 入 し よ う と す る 場 合 は 、予 算 執 行 者 は 第 二 十 条 の 規 定 に か か わ ら ず 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載

し た支出負担行為伺によらなければならない。

　
一

　
購 入しようとする固定資産の名称及び種類

　
二

　
購 入しようとする事由

　
三

　
予 定価額及び単価

　
四

　
当 該固定資産の購入に係る予算科目及び予算額

　
五

　
契 約の方法

　
六

　
そ の他必要と認められる事項

２  

　
前 項 の 支 出 負 担 行 為 伺 に は 、購 入 し よ う と す る 固 定 資 産 の 図 面 そ の 他 内 容 を 明 ら か に す る た め の 書 類 を 添 え な け

れ ばならない。

（ 無償譲受）

第  五 十 七 条

　
固 定 資 産 を 無 償 で 譲 り 受 け よ う と す る 場 合 は 、予 算 執 行 者 は 、次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 文 書 に よ ら な

け ればならない。

　
一

　
譲 り受けようとする固定資産の名称及び種類

　
二

　
譲 り受けようとする事由

　
三

　
見 積価額

　
四

　
そ の他必要と認められる事項

（ 工事の施行）

第  五 十 八 条

　
建 設 改 良 工 事 を 施 行 し よ う と す る 場 合 は 、予 算 執 行 者 は 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 文 書 に よ ら な け れ ば

な らない。

　
一

　
建 設改良工事によって取得しようとする固定資産の名称及び種類

　
二

　
工 事を必要とする事由

　
三

　
工 事の始期及び終期

　
四

　
予 定価額

　
五

　
当 該建設改良工事に係る予算科目及び予算額

　
六

　
工 事の方法及び契約の方法

　
七

　
そ の他必要と認められる事項

２

　
前 項の文書には、設計書その他当該建設改良工事の内容を明らかにするための書類を添えなければならない。

（ 振替伝票の発行）

第 五十九条

　
予 算執行者は、固定資産を取得した場合は、遅滞なく振替伝票を発行しなければならない。

（ 建設改良工事の精算）

第 六十条

　
建 設改良工事が完成した場合は、予算執行者は速やかに工事費の精算を行わなければならない。

２  

　
前 項 の 場 合 に お い て 予 算 執 行 者 は 、あ ら か じ め 定 め た 基 準 に 従 っ て 間 接 費 を 工 事 費 に あ わ せ て 固 定 資 産 に 振 り 替

え なければならない。

（ 建設仮勘定）

第 六十一条

　
建 設改良工事で経理上必要があると認めるときは、建設仮勘定を設けて経理するものとする。

２  

　
前 項 の 建 設 改 良 工 事 が 完 成 し た 場 合 は 、予 算 執 行 者 は 速 や か に 建 設 仮 勘 定 の 精 算 を 行 い 振 替 伝 票 を 発 行 し て 固 定

資 産の当該科目に振り替えなければならない。

３

　
前 条第二項の規定は、前項の場合について準用する。

　 　　　
第 三節

　
管 理及び処分

（ 固定資産の処分）
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第  六 十 二 条

　
固 定 資 産 を 売 却 し 、撤 去 し 、又 は 廃 棄 （以 下 こ の 項 及 び 第 六 十 四 条 に お い て 「処 分 」 と い う 。） し よ う

と する場合は、予算執行者は次に掲げる事項を記載した文書によらなければならない。

　
一

　
処 分しようとする固定資産の名称及び種類

　
二

　
処 分しようとする固定資産の所在地

　
三

　
処 分しようとする事由

　
四

　
予 定価額

　
五

　
契 約の方法

　
六

　
そ の他必要と認められる事項

２  

　
固 定 資 産 の 廃 棄 は 、当 該 固 定 資 産 が 著 し く 損 傷 を 受 け て い る こ と そ の 他 の 事 由 に よ り 買 受 人 が な い 場 合 又 は 売 却

価 額が売却に要する費用の額に達しない場合に限るものとする。

（ 固定資産の再使用）

第  六 十 三 条

　
機 械 、器 具 及 び 備 品 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 固 定 資 産 の う ち 、著 し く 損 傷 を 受 け て い る こ と そ の 他 の 事 由

に よ り そ の 用 途 に 使 用 す る こ と が で き な く な っ た も の に つ い て は 、予 算 執 行 者 は 再 使 用 で き る も の と 、不 用 と な り

又 は使用に耐えなくなったものとに区分し、再使用できるものは棚卸資産に振り替えなければならない。

２

　
前 項の規定は、固定資産を撤去した場合において発生した物品について準用する。

（ 処分等に関する処理）

第 六十四条

　
予 算執行者は、固定資産を処分した場合は、収入伝票又は振替伝票を発行しなければならない。

　 　　　
第 四節

　
減 価償却

（ 減価償却の方法）

第 六十五条

　
固 定資産の減価償却は、定額法によって取得の翌年度から行う。

（ 減価償却の特例）

第  六 十 六 条

　
有 形 固 定 資 産 に つ い て 、残 存 価 額 に 達 し た 後 に お い て 、地 方 公 営 企 業 法 施 行 規 則 （昭 和 二 十 七 年 総 理 府

令 第 七 十 三 号 ） 第 十 五 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 帳 簿 価 額 が 一 円 に 達 す る ま で 減 価 償 却 を 行 お う と す る 場 合 は 、土 木 部

長 （第七十八条において「部長」という。） があらかじめその旨及びその年数について定めるものとする。

　 　　
第 八章

　
引 当金

（ 退職給付引当金の計上方法）

第  六 十 七 条

　
退 職 給 付 引 当 金 の 計 上 は 、簡 便 法 （事 業 年 度 の 末 日 に お け る 企 業 職 員 （同 日 に お け る 退 職 者 を 除 く 。）

の 全 員 が 同 日 に お い て 自 己 の 都 合 に よ り 退 職 す る も の と 仮 定 し た 場 合 に 支 給 す べ き 退 職 手 当 の 額 を 算 出 す る 方 法 を

い う。） によるものとする。

　 　　
第 九章

　
決 算

　 　　　
第 一節

　
通 則

（ 決算の作成）

第 六十八条

　
事 業の決算の作成に関する事務は、課長が行う。

（ 決算の種類）

第 六十九条

　
決 算は、月次決算及び年度決算とする。

　 　　　
第 二節

　
月 次決算

（ 試算表）

第  七 十 条

　
課 長 は 、毎 月 末 日 現 在 を も っ て 月 次 決 算 を 行 い 試 算 表 を 作 成 し 、翌 月 二 十 日 ま で に 知 事 に 提 出 し な け れ ば

な らない。

　 　　　
第 三節

　
年 度決算

（ 決算整理）

第  七 十 一 条

　
課 長 は 、毎 事 業 年 度 経 過 後 速 や か に 振 替 伝 票 に よ り 、次 に 掲 げ る 事 項 に つ い て 決 算 整 理 を 行 わ な け れ ば

な らない。

　
一

　
実 地棚卸しに基づく棚卸資産の修正

　
二

　
固 定資産の減価償却

　
三

　
諸 引当金の計上

　
四

　
繰 延収益の償却

　
五

　
資 産の評価



10 令和２年３月 31日（火曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

　
六

　
未 払費用等の経過勘定に関する整理

（ 帳簿の締切り）

第 七十二条

　
課 長は、前条の規定により決算整理を行った後、各帳簿の勘定の締切りを行うものとする。

（ 決算報告書等の提出）

第  七 十 三 条

　
課 長 は 、毎 事 業 年 度 五 月 末 日 ま で に 、次 に 掲 げ る 書 類 を 作 成 し 、知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。こ の

場 合において、第七号に掲げる書類は、間接法により作成するものとする。

　
一

　
決 算報告書

　
二

　
損 益計算書

　
三

　
貸 借対照表

　
四

　
剰 余金計算書又は欠損金計算書

　
五

　
剰 余金処分計算書又は欠損金処理計算書

　
六

　
事 業報告書

　
七

　
キ ャッシュ・フロー計算書

　
八

　
収 益費用明細書

　
九

　
固 定資産明細書

　
十

　
企 業債明細書

　 　　
第 十章

　
予 算

（ 流用の手続）

第  七 十 四 条

　
や む を 得 な い 理 由 に よ り 支 出 予 算 の 目 以 下 の 流 用 を し よ う と す る 場 合 に は 、そ の 科 目 の 名 称 及 び 金 額 、

流 用しようとする理由等を記載し課長の決裁を受けなければならない。

（ 予算超過の支出）

第  七 十 五 条

　
課 長 は 、地 方 公 営 企 業 法 （昭 和 二 十 七 年 法 律 第 二 百 九 十 二 号 ） 第 二 十 四 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 業 務 量 の

増 加 に よ り 業 務 の た め 直 接 必 要 な 経 費 に 不 足 が 生 じ た 場 合 に お い て 増 加 す る 収 入 に 相 当 す る 金 額 を 当 該 業 務 の た め

直 接 必 要 な 経 費 に 使 用 し よ う と す る と き は 、そ の 経 費 の 名 称 及 び 金 額 、使 用 し よ う と す る 事 由 等 を 記 載 し た 文 書 に

よ り知事の決裁を受けなければならない。

２

　
前 項の規定は、現金の支出を伴わない経費について、予算に定める金額を超えて支出する場合に準用する。

（ 予算の繰越し）

第  七 十 六 条

　
課 長 は 、予 算 に 定 め た 建 設 又 は 改 良 に 要 す る 経 費 の う ち 、年 度 内 に 支 払 義 務 が 生 じ な か っ た も の に つ い

て 翌 年 度 に 繰 り 越 し て 使 用 す る 必 要 が あ る 場 合 に お い て は 、繰 越 計 算 書 を 作 成 し て 五 月 末 日 ま で に 知 事 に 提 出 し な

け ればならない。

２  

　
前 項 の 規 定 は 、支 出 予 算 の 金 額 の う ち 、年 度 内 に 支 出 の 原 因 と な る 契 約 そ の 他 の 行 為 を し 、避 け 難 い 事 故 の た め

年 度 内 に 支 出 義 務 が 生 じ な か っ た も の に つ い て 翌 年 度 に 繰 り 越 し て 使 用 す る 必 要 が あ る 場 合 及 び 継 続 費 に つ い て 翌

年 度に逓次繰越して使用する場合に準用する。

　 　　
第 十一章

　
雑 則

（ 計理状況の報告）

第 七十七条

　
課 長は、毎月末日をもって試算表を作成し、翌月二十日までに、知事に提出しなければならない。

（ 伝票等の様式）

第 七十八条

　
こ の規則に定める伝票等の様式は、別に部長が定める。

　 　　
附

　
則

　
こ の規則は、令和二年四月一日から施行する。
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別表（第十二条関係）

　勘定科目表

収　　　益

款 項 目 節

流 域 下 水 道 事 業 収 益 　 　 　

　 営 業 収 益 　 　

　 　 維 持 管 理 負 担 金 　

　 　 受 託 事 業 収 益 　

　 　 そ の 他 営 業 収 益 　

　 　 　 手 数 料

　 　 　 材 料 売 却 収 益

　 　 　 処 理 水 売 却 収 益

　 　 　 そ の 他 営 業 収 益

　 営 業 外 収 益 　 　

　 　 受 取 利 息 及 び 配 当 金 　

　 　 　 預 金 利 息

　 　 　 基 金 利 息

　 　 　 貸 付 金 利 息

　 　 　 有 価 証 券 利 息

　 　 　 配 当 金

　 　 他 会 計 補 助 金 　

　 　 補 助 金 　

　 　 消費税及び地方消費税還

付金

　

　 　 長 期 前 受 金 戻 入 　

　 　 売 電 事 業 収 益 　

　 　 雑 収 益 　

　 　 　 有 価 証 券 売 却 益

　 　 　 不 用 品 売 却 収 益

　 　 　 雑 収 益

　 特 別 利 益 　 　

　 　 固 定 資 産 売 却 益 　

　 　 過 年 度 損 益 修 正 益 　

　 　 そ の 他 特 別 利 益 　

費　　　用

款 項 目 節

流 域 下 水 道 事 業 費 用 　 　 　

　 営 業 費 用 　 　

　 　 管渠
きょ

費、ポンプ場費及び

処理場費

給 料

手 当

賞 与 引 当 金 繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

退 職 給 付 費
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旅 費

備 消 品 費

材 料 費

被 服 費

薬 品 費

光 熱 水 費

動 力 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

修 繕 費

修 繕 引 当 金 繰 入 額

特別修繕引当金繰入額

通 信 運 搬 費

手 数 料

委 託 料

賃 借 料

路 面 復 旧 費

補 償 費

貸 倒 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 引 当 金 繰 入 額

雑 費

　 　 受 託 事 業 費 　

給 料

手 当

賞 与 引 当 金 繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

退 職 給 付 費

旅 費

備 消 品 費

材 料 費

被 服 費

薬 品 費

光 熱 水 費

動 力 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

修 繕 費

修 繕 引 当 金 繰 入 額

特別修繕引当金繰入額

通 信 運 搬 費

手 数 料

委 託 料

賃 借 料

路 面 復 旧 費

補 償 費
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貸 倒 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 引 当 金 繰 入 額

雑 費

　 　 業 務 費 　

給 料

手 当

賞 与 引 当 金 繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

退 職 給 付 費

旅 費

備 消 品 費

材 料 費

被 服 費

薬 品 費

光 熱 水 費

動 力 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

修 繕 費

修 繕 引 当 金 繰 入 額

特別修繕引当金繰入額

通 信 運 搬 費

手 数 料

委 託 料

賃 借 料

路 面 復 旧 費

補 償 費

貸 倒 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 引 当 金 繰 入 額

雑 費

　 　 総 係 費 　

　 　 給 料

　 　 手 当

　 　 賞 与 引 当 金 繰 入 額

　 　 報 酬

　 　 法 定 福 利 費

　 　 　 退 職 給 付 費

　 　 　 旅 費

　 　 　 備 消 品 費

　 　 　 材 料 費

　 　 　 被 服 費

　 　 　 薬 品 費

　 　 　 光 熱 水 費

　 　 　 動 力 費
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　 　 　 燃 料 費

　 　 　 印 刷 製 本 費

　 　 　 修 繕 費

　 　 　 修 繕 引 当 金 繰 入 額

　 　 　 特別修繕引当金繰入額

　 　 　 通 信 運 搬 費

　 　 　 手 数 料

　 　 　 委 託 料

　 　 　 賃 借 料

　 　 　 路 面 復 旧 費

　 　 　 補 償 費

　 　 　 貸 倒 損 失

　 　 　 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

　 　 　 そ の 他 引 当 金 繰 入 額

　 　 　 雑 費

　 　 減 価 償 却 費 　

　 　 　 有形固定資産減価償却費

　 　 　 無形固定資産減価償却費

　 　 資 産 減 耗 費 　

　 　 　 固 定 資 産 除 却 費

　 　 　 棚 卸 資 産 減 耗 費

　 　 そ の 他 営 業 費 用 　

　 　 　 材 料 売 却 原 価

　 営 業 外 費 用 　 　

　 　 支払利息及び企業債取扱

諸費

　

　 　 　 企 業 債 利 息

　 　 　 長 期 借 入 金 利 息

　 　 　 一 時 借 入 金 利 息

　 　 　 企 業 債 取 扱 諸 費

　 　 消費税及び地方消費税 　

　 　 売 電 事 業 費 用 　

　 　 雑 損 失 　

　 　 　 不 用 品 売 却 原 価

　 　 　 そ の 他 雑 損 失

　 特 別 損 失 　 　

　 　 固 定 資 産 売 却 損 　

　 　 減 損 損 失 　

　 　 災 害 に よ る 損 失 　

　 　 過 年 度 損 益 修 正 損 　

　 　 そ の 他 特 別 損 失 　

固定資産

款 項 目 節

有 形 固 定 資 産

土 地 　 　

　 事 務 所 用 地 　
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　 施 設 用 地 　

　 そ の 他 用 地 　

建 物 　 　

　 事 務 所 用 建 物 　

　 施 設 用 建 物 　

　 そ の 他 建 物 　

建 物 減 価 償 却 累 計 額 　 　

構 築 物 　 　

　 排 水 施 設 　

　 処 理 設 備 　

　 そ の 他 構 築 物 　

構築物減価償却累計額 　 　

機 械 及 び 装 置 　 　

　 電 気 設 備 　

　 内 燃 設 備 　

　 ポ ン プ 設 備 　

　 滅 菌 設 備 　

　 　 そ の 他 機 械 装 置 　

　 機械及び装置減価償却累

計額

車 両 及 び 運 搬 具 　 　

車両及び運搬具減価償却

累計額

　 　

工 具、 器 具 及 び 備 品 　 　

工具、器具及び備品減価

償却累計額

　 　

リ ー ス 資 産 　 　

リース資産減価償却累計

額

　 　

建 設 仮 勘 定 　 　

そ の 他 有 形 固 定 資 産 　 　

その他有形固定資産減価

償却累計額

　 　

無 形 固 定 資 産 　 　 　

　 借 地 権 　 　

　 地 上 権 　 　

　 特 許 権 　 　

　 施 設 利 用 権 　 　

　 リ ー ス 資 産 　 　

　 そ の 他 無 形 固 定 資 産 　 　

投 資 そ の 他 資 産 　 　 　

　 投 資 有 価 証 券 　 　

　 出 資 金 　 　

　 長 期 貸 付 金 　 　

　 　 一 般 貸 付 金 　

　 　 他 会 計 貸 付 金 　

　 貸 倒 引 当 金 　 　
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　 基 金 　 　

　 そ の 他 投 資 　 　

流動資産

款 項 目 節

現 金 預 金 　 　

現 金

　 預 金 　 　

未 収 金 　 　 　

　 営 業 未 収 金 　 　

　 営 業 外 未 収 金 　 　

　 そ の 他 未 収 金 　 　

貸 倒 引 当 金 　 　 　

有 価 証 券 　 　 　

受 取 手 形 　 　 　

貸 倒 引 当 金 　 　 　

貯 蔵 品 　 　 　

短 期 貸 付 金 　 　 　

　 一 般 貸 付 金 　

　 他 会 計 貸 付 金 　 　

貸 倒 引 当 金 　 　 　

前 払 費 用 　 　 　

　 前 払 保 険 料 　 　

　 そ の 他 前 払 費 用 　 　

前 払 金 　 　 　

前 払 金

前 払 消 費 税

未 収 収 益 　 　 　

そ の 他 流 動 資 産

仮 払 消 費 税

特定収入仮払消費税及び

地方消費税

そ の 他 　 　
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負　　　債

固定負債

款 項 目 節

企 業 債 　 　 　

　 建設改良費等の財源に充

てるための企業債

　 　

　 そ の 他 の 企 業 債 　 　

他 会 計 借 入 金 　 　 　

　 建設改良費等の財源に充

てるための長期借入金

　 　

　 そ の 他 の 長 期 借 入 金 　 　

リ ー ス 債 務 　 　 　

引 当 金 　 　 　

　 退 職 給 付 引 当 金 　 　

　 特 別 修 繕 引 当 金 　 　

　 そ の 他 引 当 金 　 　

そ の 他 固 定 負 債 　 　 　

　流動負債

款 項 目 節

一 時 借 入 金 　 　 　

企 業 債 　 　 　

　 建設改良費等の財源に充

てるための企業債

　 　

　 そ の 他 の 企 業 債 　 　

他 会 計 借 入 金 　 　 　

　 建設改良費等の財源に充

てるための長期借入金

　

　 そ の 他 の 長 期 借 入 金 　 　

リ ー ス 債 務 　 　 　

未 払 金 　 　 　

　 営 業 未 払 金 　 　

　 営 業 外 未 払 金 　 　

　 そ の 他 未 払 金 　 　

未 払 費 用 　 　 　

前 受 金 　 　 　

　 営 業 前 受 金 　 　

　 営 業 外 前 受 金 　 　

　 そ の 他 前 受 金 　 　

前 受 収 益 　 　 　

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 　 　

賞 与 引 当 金 　 　

修 繕 引 当 金 　 　

　 特 別 修 繕 引 当 金

そ の 他 引 当 金 　 　

そ の 他 流 動 負 債



18 令和２年３月 31日（火曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

仮 受 消 費 税

預 り 金

そ の 他 　 　

繰延収益

款 項 目 節

長 期 前 受 金 　 　 　

長期前受金収益化累計額 　 　 　

資　　　本

資本金

款 項 目 節

資 本 金

剰余金 

款 項 目 節

資 本 剰 余 金 　 　 　

　 再 評 価 積 立 金 　 　

　 他 会 計 補 助 金 　 　

　 国 庫 補 助 金 　 　

　 建 設 負 担 金 　 　

　 受 贈 財 産 評 価 額 　 　

　 寄 付 金 　 　

　 そ の 他 資 本 剰 余 金 　 　

利 益 剰 余 金 　 　 　

　 減 債 積 立 金 　 　

　 利 益 積 立 金 　 　

　 そ の 他 積 立 金 　 　

　 当年度未処分利益剰余金 

（当年度未処理欠損金）

　 　

　 　 繰越利益剰余金年度末残

高

（繰越欠損金年度末残高）

　

　 　 当 年 度 純 利 益 

（ 当 年 度 純 損 失 ）

　

石川県告示第113号

　地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第27条ただし書の規定により、石川県流域下水道事業の業務に係る公金

の出納取扱金融機関を次のとおり指定し、令和２年４月１日から施行する。

　　令和２年３月31日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

　株式会社北国銀行

石川県告示第114号

　石川県流域下水道事業の設置等に関する条例（昭和63年石川県条例第34号。以下「条例」という。）及び石川県流

告　　　　　　　　示
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域下水道事業の設置等に関する条例施行規則（平成17年石川県規則第52号。以下「規則」という。）の規定により、

知事が定める措置等を次のように定め、令和２年４月１日から施行する。

　なお、石川県流域下水道条例及び石川県流域下水道条例施行規則に基づき知事が定める措置等（平成25年石川県告

示第138号）は、令和２年３月31日限り廃止する。

　　令和２年３月31日

 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

１　条例第11条第６号の知事が定める措置は、次のとおりとする。

　⑴ 　汚泥の処理に伴う排気による生活環境の保全又は人の健康の保護上の支障が生じないようにするための排ガス

処理等の措置

　⑵ 　汚泥の処理に伴う排液による生活環境の保全又は人の健康の保護上の支障が生じないようにするための排液の

水処理施設への送水等の措置

　⑶ 　汚泥の処理に伴う残さい物による生活環境の保全又は人の健康の保護上の支障が生じないようにするための残

さい物の飛散及び流出の防止等の措置

２　条例別表の一の項ホの知事が定める措置は、次のとおりとする。

　⑴　⑵又は⑶に規定する耐震性能を確保するために講ずべき措置

　　ア 　排水施設（これを補完する施設を含む。以下同じ。）又は処理施設（これを補完する施設を含む。以下同じ。）

の周辺の地盤（埋戻し土を含む。イ及びエにおいて同じ。）に液状化が生ずるおそれがある場合においては、

当該排水施設又は処理施設の周辺の地盤の改良、埋戻し土の締固め若しくは固化若しくは砕石による埋戻し又

は杭基礎の強化その他の有効な損傷の防止又は軽減のための措置

　　イ 　排水施設又は処理施設の周辺の地盤に側方流動が生ずるおそれがある場合においては、護岸の強化又は地下

連続壁の設置その他の有効な損傷の防止又は軽減のための措置

　　ウ 　排水施設又は処理施設の伸縮その他の変形により当該排水施設又は処理施設に損傷が生ずるおそれがある場

合においては、可撓
とう

継手又は伸縮継手の設置その他の有効な損傷の防止又は軽減のための措置

　　エ 　アからウまでに定めるもののほか、施設に用いられる材料、施設の周辺の地盤その他の諸条件を勘案して、

⑵又は⑶に規定する耐震性能を確保するために必要と認められる措置

　⑵ 　重要な排水施設（地域の防災対策上必要と認められる施設の下水を排除するために設けられる排水施設その他

の都市機能の維持を図る上で重要な排水施設又は破損した場合に２次災害を誘発するおそれがあり、若しくは復

旧が極めて困難であると見込まれる排水施設）及び処理施設の耐震性能は、次のとおりとする。

　　ア 　レベル１地震動（施設の供用期間内に発生する確率が高い地震動をいう。）に対して、所要の構造の安定を

確保し、かつ、当該排水施設及び処理施設の健全な流下能力及び処理機能を損なわないこと。

　　イ 　レベル２地震動（施設の供用期間内に発生する確率が低いが、大きな強度を有する地震動をいう。）に対して、

生じる被害が軽微であり、かつ、地震後の速やかな流下能力及び処理機能の回復が可能なものとし、当該排水

施設及び処理施設の所期の流下能力及び処理機能を保持すること。

　⑶　その他の排水施設（⑵の重要な排水施設以外の排水施設をいう。）の耐震性能は、⑵アの規定を準用する。

３　条例別表の一の項への知事が定める数値は、次のとおりとする。

　⑴　排水管の内径　100ミリメートル（自然流下によらない排水管にあっては、30ミリメートル）

　⑵　排水渠
きょ

の断面積　5,000平方ミリメートル

４　条例別表の三の項ロの知事が定める措置は、次のとおりとする。

　⑴ 　汚泥の処理に伴う排気による生活環境の保全又は人の健康の保護上の支障が生じないようにするための排ガス

処理設備の設置その他の措置

　⑵ 　汚泥の処理に伴う排液による生活環境の保全又は人の健康の保護上の支障が生じないようにするための排液を

水処理施設に送水する導管の設置その他の措置

　⑶ 　汚泥の処理に伴う残さい物による生活環境の保全又は人の健康の保護上の支障が生じないようにするための残

さい物の飛散及び流出を防止する覆いの設置その他の措置

５　規則第４条第２項の知事が定める方法は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める方法とする。
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　⑴ 　大腸菌　次の表に定める方法

　　　特定酵素基質培地法

１　培地 ⑴　MMO－MUG培地

　 　硫酸アンモニウム５g、硫酸マンガン0.5mg、硫酸亜鉛0.5mg、硫酸マグネシウム

100mg、塩化ナトリウム10g、塩化カルシウム50mg、ヘペス（N－２－ヒドロキシエチ

ルピペラジン－N’－２－エタンスルホン酸）6.9g、ヘペスナトリウム塩（N－２－ヒ

ドロキシエチルピペラジン－N’－２－エタンスルホン酸ナトリウム）5.3g、亜硫酸ナ

トリウム40mg、アムホテリシンB１mg、o－ニトロフェニル－β－D－ガラクトピラ

ノシド500mg、４－メチルウンベリフェリル－β－D－グルクロニド75mg及びソラニ

ウム500mgを無菌的に混合し、試験容器に10分の１量ずつ分取したもの

　　この培地は、黄色く着色したものは使用しない。

　　この培地は、冷暗所に保存する。

⑵　IPTG添加ONPG－MUG培地

　 　硫酸アンモニウム2.5g、硫酸マグネシウム100mg、ラウリル硫酸ナトリウム100mg、

塩化ナトリウム2.9g、トリプトース５g、トリプトファン１g、o－ニトロフェニル－β

－D－ガラクトピラノシド100mg、４－メチルウンベリフェリル－β－D－グルクロニ

ド50mg、イソプロピル－１－チオ－β－D－ガラクトピラノシド100mg及びトリメチ

ルアミン－N－オキシド１gを精製水約80mlに溶かし、pH値が6.1～ 6.3となるように調

整した後、精製水を加えて90mlとし、ろ過除菌した後、試験容器に10mlずつ分注した

もの

　　この培地は、冷暗所に保存する。

⑶　XGal－MUG培地

　 　塩化ナトリウム５g、リン酸一水素カリウム2.7g、リン酸二水素カリウム２g、ラウ

リル硫酸ナトリウム100mg、ソルビトール１g、トリプトース５g、トリプトファン１g、

４－メチルウンベリフェリル－β－D－グルクロニド50mg、５－ブロモ－４－クロロ

－３－インドリル－β－D－ガラクトピラノシド80mg及びイソプロピル－１－チオ－

β－D－ガラクトピラノシド100mgを無菌的に混合し、試験容器に10分の１量ずつ分取

したもの

　　この培地は、冷暗所に保存する。

⑷　ピルビン酸添加XGal－MUG培地

　 　塩化ナトリウム５g、硝酸カリウム１g、リン酸一水素カリウム４g、リン酸二水素カ

リウム１g、ラウリル硫酸ナトリウム100mg、ピルビン酸ナトリウム１g、ペプトン５g、

４－メチルウンベリフェリル－β－D－グルクロニド100mg、５－ブロモ－４－クロロ

－３－インドリル－β－D－ガラクトピラノシド100mg及びイソプロピル－１－チオ－

β－D－ガラクトピラノシド100mgを無菌的に混合し、試験容器に10分の１量ずつ分取

したもの

　　この培地は、冷暗所に保存する。
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２　器具及び装置 ⑴　採水瓶

　 　容量 120ml以上の密封できる容器を滅菌したもの

　 　なお、残留塩素を含む試料を採取する場合には、あらかじめチオ硫酸ナトリウムを

試料 100mlにつき 0.02～ 0.05gの割合で採水瓶に入れ、滅菌したものを使用する。

⑵　試験容器

　　検水 100mlと培地が密封できるもので、滅菌したもの

⑶　MMO－MUG培地用比色液

　 　o－ニトロフェノール４mg、ヘペス（N－２－ヒドロキシエチルピペラジン－ N’

－２－エタンスルホン酸）6.9g、ヘペスナトリウム塩（N－２－ヒドロキシエチルピ

ペラジン－ N’－２－エタンスルホン酸ナトリウム）5.3g及び４－メチルウンベリフェ

ロン１mgを混合し、精製水を加えて１Lとし、試験容器に分注したもの

　　この溶液は、冷暗所に保存する。

⑷　IPTG添加 ONPG－MUG培地用比色液

　 　o－ニトロフェノール 2.5mg、４－メチルウンベリフェロン 1.25mg及びトリプトー

ス５gを精製水約 900mlで溶かし、pH値を 7.0となるように調整し、精製水を加えて

１Lとし、試験容器に分注したもの

　　この溶液は、冷暗所に保存する。

⑸　XGal－MUG培地用比色液

　 　アミドブラック 10B0.25mg、４－メチルウンベリフェロン１mg、タートラジン

1.25mg、ニューコクシン 0.25mg及びエチルアルコール 150mlを混合し、精製水を加

えて１Lとし、試験容器に分注したもの

　　この溶液は、冷暗所に保存する。

⑹　ピルビン酸添加 XGal－MUG培地用比色液

　 　インジゴカーミン２mg、o－ニトロフェノール 4.8mg、４－メチルウンベリフェロ

ン１mg、リン酸一水素カリウム４g及びリン酸二水素カリウム１gを混合し、精製水

を加えて１Lとし、試験容器に分注したもの

　　この溶液は、冷暗所に保存する。

⑺　恒温器

　　温度を 35～ 37℃に保持できるもの

⑻　紫外線ランプ

　　波長 366nmの紫外線を照射できるもの

３ 　試料の採取及び保

存

試料は、採水瓶に採取し速やかに試験する。速やかに試験できない場合は、冷暗所に保

存し、12時間以内に試験する。

４　試験操作 検水 100mlを１のいずれかの培地１本に加え、直ちに試験容器を密封し、試験容器を振っ

て培地を溶解又は混合させた後、恒温器内に静置して 24時間培養する。培養後、紫外線

ランプを用いて波長 366nmの紫外線を照射し、蛍光の有無を確認する。培地に対応する

比色液より蛍光が強い場合は陽性と判定し、蛍光が弱い場合は陰性と判定する。
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　⑵　濁度　次の表のいずれかに定める方法

　　ア　比濁法

１　試薬 ⑴　ポリスチレン系粒子懸濁液（１w／ w％）

　　次の表に示す５種類の標準粒子（ポリスチレン系粒子）

種類※ 呼び径（μm）

No.６ 0.5

No.７ 1.0

No.８ 2.0

No.９ 5.0

No.10 10.0

　　※印は、JISZ8901による種類である。

⑵　ポリスチレン系粒子懸濁液

　 　それぞれのポリスチレン系粒子懸濁液（１w／ w％）を十分に懸濁させた後、速や

かにそれぞれ1.000gを別々のメスフラスコに採り、精製水を加えて100mlとしたもの

　　これらの溶液１mlは、ポリスチレンをそれぞれ0.1mg含む。

⑶　濁度標準液

　 　次の表に示す５種類の濁度標準液（100度）調製時におけるポリスチレン系粒子懸濁

液（0.1mgポリスチレン／ml）をよく振り混ぜながら次の表に示す量をメスフラスコ

に採り、精製水を加えて500mlとしたもの

　　この溶液は、濁度100度に相当する。

種類 混合比率（％） 分取量（メスフラスコ500mlに対して）（ml）

No.６ ６ 10.0

No.７ 17 28.3

No.８ 36 60.0

No.９ 29 48.3

No.10 12 20.0

⑷　濁度標準列

　 　濁度標準液０から10mlを段階的に比色管に採り、それぞれに精製水を加えて100ml

としたもの

２　器具 比色管

共栓付き平底無色試験管で、底部から30cmの高さに100mlの刻線を付けたもの

３ 　試料の採取及び保

存

試料は、精製水で洗浄したガラス瓶又はポリエチレン瓶に採取し、速やかに試験する。

４　試験操作 検水100mlを比色管に採り、濁度標準列と比濁して検水の濁度を求める。

　　イ　透過光測定法

１　試薬 ⑴　ポリスチレン系粒子懸濁液（１w／ w％）

　 　アの表１⑴の例による。

⑵　ポリスチレン系粒子懸濁液

　　アの表１⑵の例による。

⑶　濁度標準液

　　アの表１⑶の例による。

２　器具及び装置 ⑴　吸収セル

　　光路長が50mm又は100mmのもの

⑵　分光光度計又は光電光度計
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３ 　試料の採取及び保

存

アの表３の例による。

４　試験操作 検水を吸収セルに採り、分光光度計又は光電光度計を用いて、波長660nm付近で吸光度

を測定し、５により作成した検量線から検水中の濁度を算定する。

５　検量線の作成 ⑴　濁度標準液を段階的にメスフラスコに採り、それぞれに精製水を加えて100mlとする。

⑵　⑴の後、４と同様に操作して、濁度と吸光度との関係を求める。

　　ウ　連続自動測定機器による透過光測定法

１　試薬 ⑴　ポリスチレン系粒子懸濁液（１w／ w％）

　　アの表１⑴の例による。

⑵　ポリスチレン系粒子懸濁液

　　アの表１⑵の例による。

⑶　濁度標準液

　　アの表１⑶の例による。

⑷　濁度校正用標準液

　　濁度標準液を精製水で薄めたもの

　 　希釈割合は、装置で指定している濁度となるようにする。装置に付属している濁度

標準板を使用する場合は、この溶液との整合性を確認する。

⑸　濁度ゼロ校正水

　　精製水を孔径約0.2μmのメンブランフィルターを通して微粒子を除去したもの

２　装置 透過光方式の連続自動測定機器で、定量下限値が0.1度以下（変動係数10％）の性能を有

するもの

３　装置の校正 あらかじめ光学系の測定部分及び配管の洗浄を行った後、濁度ゼロ校正水及び濁度校正

用標準液を通水して、装置のゼロ点及びスパンを繰り返し校正する。

⑴　ゼロ点校正

　 　装置に濁度ゼロ校正水を通水する。信号が十分に安定するまで通水した後、ゼロ点

を合わせる。

⑵　スパン校正

　　濁度校正用標準液を通水又は濁度標準板を用いて校正する。

　 　なお、機種によって濁度校正用標準液又は濁度標準板で校正したにもかかわらず、

水道水の測定値がイの表又はエの表に定めるところにより測定した値と一致しない場

合は、イの表又はエの表に定めるところにより測定した値にスパンを合わせる。

４　測定操作 装置に検水を通して濁度を測定する。

　備考

　　１ 　定期保守は、２の保守管理基準を満たすため、装置の取扱説明書に従い、定期的に洗浄、点検整備、濁度校

正用標準液による校正等を行う。

　　２ 　保守管理基準は、運用中の装置について常時保持されていなければならない精度の基準で、±0.1度以内とす

る。保守管理基準が満たされていない場合は、１により、保守管理基準が満たされていることを確認する。

　　エ　積分球式光電光度法

１　試薬 ⑴　ポリスチレン系粒子懸濁液（１w／ w％）

　　アの表１⑴の例による。

⑵　ポリスチレン系粒子懸濁液

　　アの表１⑵の例による。

⑶　濁度標準液

　　アの表１⑶の例による。

２　装置 積分球式濁度計
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３　試料の採取及び保

存

アの表３の例による。

４　試験操作 積分球式濁度計を用いて検水中の散乱光量を測定し、５により作成した検量線から検水

中の濁度を算定する。

５　検量線の作成 ⑴　濁度標準液を段階的にメスフラスコに採り、それぞれに精製水を加えて100mlとする。

⑵　⑴の後、４と同様に操作して、濁度と吸光度との関係を求める。

　　オ　連続自動測定機器による積分球式光電光度法

１　試薬 ⑴　ポリスチレン系粒子懸濁液（１w／ w％）

　　アの表１⑴の例による。

⑵　ポリスチレン系粒子懸濁液

　　アの表１⑵の例による。

⑶　濁度標準液

　　アの表１⑶の例による。

⑷　濁度校正用標準液

　　ウの表１⑷の例による。

⑸　濁度ゼロ校正水

　　ウの表１⑸の例による。

２　装置 積分球式光電光度方式の連続自動測定機器で、定量下限値が0.1度以下（変動係数10％）

の性能を有するもの

３　装置の校正 ウの表３の例による。

４　測定操作 ウの表４の例による。

　備考　ウの表備考の例による。

　カ　散乱光測定法

１　試薬 ⑴　ポリスチレン系粒子懸濁液（１w／ w％）

　　アの表１⑴の例による。

⑵　ポリスチレン系粒子懸濁液

　　アの表１⑵の例による。

⑶　濁度標準液

　　アの表１⑶の例による。

⑷　濁度校正用標準液

　　ウの表１⑷の例による。

⑸　濁度ゼロ校正水

　　ウの表１⑸の例による。

２　装置 散乱光測定方式の連続自動測定機器で、定量下限値が0.1度以下（変動係数10％）の性能

を有するもの

３　装置の校正 ウの表３の例による。

４　測定操作 ウの表４の例による。

　備考　ウの表備考の例による。
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　キ　透過散乱法

１　試薬 ⑴　ポリスチレン系粒子懸濁液（１w／ w％）

　　アの表１⑴の例による。

⑵　ポリスチレン系粒子懸濁液

　　アの表１⑵の例による。

⑶　濁度標準液

　　アの表１⑶の例による。

⑷　濁度校正用標準液

　　ウの表１⑷の例による。

⑸　濁度ゼロ校正水

　　ウの表１⑸の例による。

２　装置 透過散乱方式の連続自動測定機器で、定量下限値が0.1度以下（変動係数10％）の性能を

有するもの

３　装置の校正 ウの表３の例による。

４　測定操作 ウの表４の例による。

　備考　ウの表備考の例による。
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